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栃
木
市
不
育
症
治
療
費

　
助
成
制
度
の
お
知
ら
せ

栃
木
市
敬
老
会
事
業
補
助
金

の
申
請
は
お
済
み
で
す
か
？

　

市
は
、
自
治
会
等
が
開
催
す

る
敬
老
会
に
対
し
、
そ
の
経
費

の
一
部
を
助
成
し
て
い
ま
す
。

敬
老
会
を
開
催
し
た
自
治
会
等

で
、
ま
だ
補
助
金
の
申
請
が
済

ん
で
い
な
い
場
合
は
、
至
急
申

請
し
て
く
だ
さ
い
。

◆
補
助
金
の
申
請　

▽
所
定
の

用
紙
に
記
入
の
う
え
、
左
記
へ

提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

・
用
紙
は
、左
記
の
ほ
か
市
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
か
ら
も
ダ
ウ
ン
ロ
ー

ド
が
可
能
で
す
。

 

高
齢
福
祉
課 

☎
21
‐２
５
２
１

 

健
康
福
祉
課 

☎
45
‐１
７
８
８

 

健
康
福
祉
課 

☎
62
‐０
９
０
４

 

健
康
福
祉
課 

☎
29
‐１
１
０
３

 

健
康
福
祉
課 

☎
92
‐０
３
１
０

栃
木
市
不
妊
治
療
費

　
助
成
制
度
の
お
知
ら
せ

経営支援事業 空き店舗活用促進事業 産業財産権取得支援事業 新規就農サポート事業

概
要

県 産 業 振 興 センター
「専門家派遣事業（中
小企業診断士、技術士
等）」を利用した際の
経費を補助する制度

店舗の改修・家賃及び
出店後の専門家相談に
係る経費の一部を補助
する制度

特許権・実用新案権など
産業財産権の取得に要し
た経費の一部を補助する
制度

新たに就農する者を対
象に、各種助成制度の
紹介やセミナーの案内
及び就農に係る経費の
一部を補助する制度

限
度
額
・
補
助
率
等

「専門家派遣事業」に
要する企業が負担する
経 費 の 全 額（ 派 遣 １
回につき 1 万 6 千円、
年度内に４回まで利用
可能、最大 6 万 4 千円）

改修：対象経費の 1/2
に 相 当 す る 額（ 上 限
100 万 円 ） 家 賃： 12
か 月 分 の 1/2 に 相 当
する額（上限 50 万円）。
専 門 家： 対 象 経 費 の
1/2 に相当する額（上
限１万６千円。５回ま
で）。

対 象 経 費 の 2/3 の 額。
ただし、特許権は 50 万
円、実用新案権、意匠権
及び商標権は 10 万円を
限度とする

補助額上限 10 万円

補
助
対
象

市内で１年以上事業を
営む中小企業者で、栃
木県産業振興センター

「専門家派遣事業」の
採択を受けた者

対象地域内において、
商店会及び商工会議所
又は商工会に加入を予
定し、空き店舗を活用
して、創業する事業者
又はまちづくりに寄与
する活動を行う 10 人
以上の法人格を有する
団体

市内で１年以上事業を営
む中小企業者で、産業財
産権を取得後、６か月以
内に申請するもの

・満 40 歳以下
・市内に３年以上住所
があり、現在住所を有
し、今後１年にわたり
居住する見込みの者
・市内において農業に
新規就農し、栃木県及
び市において、新規就
農者であることを認め
られた者

担
当
課

商工観光課
☎ 21 ‐ 2504・2541

農林課
☎ 21 ‐ 2553

　市では、各産業分野の支援施策として、引続き下記メニューを用意していますので、活用
ください。詳細は、各担当課へ問い合わせください。

産業振興施策のご案内

　

国
内
の
医
療
機
関
に
お
い
て

不
妊
治
療
を
受
け
た
ご
夫
婦
に

対
し
、
医
療
保
険
適
用
外
の
治

療
費
の
一
部
を
補
助
し
ま
す
。

◆
対
象
者
（
左
記
の
す
べ
て
を

満
た
す
方
）
①
婚
姻
し
て
い
る

夫
婦
②
申
請
日
以
前
に
夫
婦
の

一
方
又
は
双
方
が
１
年
以
上
栃

木
市
に
住
民
登
録
し
て
い
る
方

③
医
療
保
険
各
法
の
加
入
者
④

市
税
の
滞
納
が
な
い
方

◆
助
成
期
間　

子
１
人
に
つ
き

通
算
５
回
ま
で
（
１
年
度
１
回

／
通
算
に
は
合
併
前
の
旧
市
町

で
申
請
を
行
っ
た
回
数
も
含

む
）

◆
助
成
金
額　

医
療
保
険
適
用

外
治
療
費
の
２
分
の
１
の
額
。

た
だ
し
栃
木
県
特
定
不
妊
治
療

費
助
成
事
業
等
の
対
象
と
な
る

場
合
は
治
療
費
か
ら
助
成
額
を

差
し
引
い
た
額
の
２
分
の
１

（
限
度
額
は
１
年
度
10
万
円
）

◆
申
請
期
限　

医
師
が
証
明
し

た
治
療
期
間
の
最
終
日
か
ら
１

年
以
内

★
申
請
書
の
記
入
方
法
や
申
請

方
法
な
ど
は
直
接
問
い
合
わ
せ

く
だ
さ
い
。

 

保
険
医
療
課 

☎
21
‐２
１
５
４

 

生
活
環
境
課 

☎
43
‐９
２
２
３

 

生
活
環
境
課 

☎
62
‐０
９
０
３

 

生
活
環
境
課 

☎
29
‐１
１
０
２

 

生
活
環
境
課 

☎
92
‐０
３
０
７

　

国
内
の
医
療
機
関
に
お
い
て
不

育
症
と
診
断
さ
れ
医
師
に
よ
る

不
育
症
治
療
を
受
け
た
ご
夫
婦

に
対
し
、
医
療
保
険
適
用
外
の

治
療
費
の
一
部
を
補
助
し
ま
す
。

◇
対
象
者
（
左
記
の
す
べ
て
を

満
た
す
方
）
①
婚
姻
し
て
い
る

夫
婦
②
申
請
日
以
前
に
夫
婦
の

一
方
又
は
双
方
が
１
年
以
上
栃

木
市
に
住
民
登
録
し
て
い
る
方

③
医
療
保
険
各
法
の
加
入
者
④

市
税
の
滞
納
が
な
い
方

◇
治
療
期
間　

４
月
１
日
以
降

の
治
療
で
出
産
等
に
伴
い
治
療

が
終
了
す
る
ま
で
の
期
間

◇
助
成
金
額　

医
療
保
険
適
用

外
治
療
費
の
２
分
の
１
の
額
。

た
だ
し
他
制
度
の
助
成
対
象
と

な
る
場
合
は
治
療
費
か
ら
助
成

額
を
差
し
引
い
た
額
の
２
分
の

１
（
１
年
度
30
万
円
を
限
度
）

◇
申
請
期
限　

治
療
終
了
後
、

治
療
が
終
了
し
た
日
の
属
す
る

年
度
の
翌
年
度
末
ま
で

★
申
請
書
の
記
入
方
法
や
申
請

方
法
な
ど
は
直
接
問
い
合
わ
せ

く
だ
さ
い
。

 

保
険
医
療
課 

☎
21
‐２
１
５
４

 
生
活
環
境
課 

☎
43
‐９
２
２
３

 

生
活
環
境
課 

☎
62
‐０
９
０
３

 

生
活
環
境
課 

☎
29
‐１
１
０
２

 

生
活
環
境
課 

☎
92
‐０
３
０
７

平
成
26
年
度

学
童
保
育
利
用
申
込
受
付

　

保
護
者
の
就
労
等
に
よ
り
、
放

課
後
に
家
庭
で
の
保
護
指
導
を

受
け
ら
れ
な
い
児
童
を
対
象
に
、

学
童
保
育
を
実
施
し
て
い
ま
す
。

◆
対
象　

栃
木
中
央
小
、
栃
木

第
三
小
、
栃
木
第
四
小
、
栃
木

第
五
小
、
南
小
、
大
宮
北
小
、

吹
上
小
、
皆
川
城
東
小
、
千
塚

小
、
大
平
・
藤
岡
・
都
賀
地
域

内
各
小
学
校
に
在
籍
ま
た
は
入

学
予
定
の
６
年
生
ま
で
の
児
童

◆
申
込　

12
月
２
日
（
月
）
～

13
日
（
金
）

※
申
込
用
紙
は
本
庁
、
各
総
合

支
所
及
び
各
学
童
保
育
に
あ
り

ま
す
。（
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
か

ら
も
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
可
）

 

こ
ど
も
課     

☎
21
‐２
５
６
９

 

健
康
福
祉
課 

☎
45
‐１
７
８
８

 

健
康
福
祉
課 

☎
62
‐０
９
０
４

 

健
康
福
祉
課 

☎
29
‐１
１
０
３

 

健
康
福
祉
課 

☎
92
‐０
３
１
２

※現在、特別徴収を行っていない源泉徴収義務者の
事業者に、個人住民税の特別徴収を次年度より実施
するよう、10 月と 11 月を重点取組期間に定めて
県内一斉に訪問切替指導をしています。
※個人住民税の特別徴収をしていない場合には、県
税事務所の協力を得て、事業所を訪問し特別徴収へ
の切替指導をさせていただくことがあります。

 市民税課☎ 21 ‐ 2124 / 2125 / 2126

　～ 特別徴収未実施の事業主を対象に
　　　　県内一斉訪問切替指導実施中 ～
　まだ特別徴収を行っていない事業主の方
は、市民税課まで問い合わせください

【事業主のメリット】
○個人住民税の税額計算は市町村で行いま
すので、税額を計算する必要はありません

（１月末までに給与支払報告書を「特別徴
収」と記載の上で市へ提出いただくと、５
月に税額決定通知書を事業主様あて送付し
ます）

【従業員のメリット】
○特別徴収にすると金融機関等に出向いて
納税する手間が省けます
○給与天引き（年１２回）なので、年４回
の普通徴収（個人納付）に比べて１回あた
りの納税額が少なくなります

従
業
員
の
個
人
住
民
税
は
特
別
徴
収
で
納
め
ま
し
ょ
う
！

給
与
天
引
き

国
民
年
金
保
険
料
は
納
付

期
限
ま
で
に
納
め
ま
し
ょ
う

　

平
成
25
年
度
の
国
民
年
金
保

険
料
は
、
月
額
１
５
，
０
４
０

円
で
す
。
保
険
料
は
、
日
本
年

金
機
構
か
ら
送
ら
れ
る
納
付
書

に
よ
り
、
金
融
機
関
・
郵
便
局
・

コ
ン
ビ
ニ
で
納
め
る
こ
と
が
で

き
ま
す
。
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー
ド

や
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
等
を
利
用

し
た
納
付
、
便
利
で
お
得
な
口

農
耕
用
ト
ラ
ク
タ
ー
・
コ
ン
バ
イ
ン
等
は

軽
自
動
車
税
の
申
告
が
必
要
で
す

　

乗
用
装
置
の
あ
る
ト
ラ
ク

タ
ー
、
コ
ン
バ
イ
ン
及
び
フ
ォ
ー

ク
・
リ
フ
ト
、
シ
ョ
ベ
ル
・ 

ロ
ー

ダ
な
ど
の
小
型
特
殊
自
動
車
は

軽
自
動
車
税
の
課
税
対
象
に
な

り
ま
す
。 

　

該
当
す
る
車
両
を
所
有
し
て

い
る
方
、
ま
た
新
た
に
取
得
さ

れ
た
場
合
は
速
や
か
に
軽
自
動

車
税
の
申
告
を
し
て
標
識
（
ナ

ン
バ
ー
プ
レ
ー
ト
）
の
交
付
を

受
け
て
く
だ
さ
い
。 

　

軽
自
動
車
は
所
有
し
て
い
る

こ
と
に
基
づ
い
て
課
税
さ
れ
ま

す
の
で
、
公
道
走
行
を
し
な
い

車
両
や
現
在
使
用
し
て
い
な
い

車
両
で
も
、
所
有
し
て
い
れ
ば

申
告
が
必
要
に
な
り
ま
す
。

 

市
民
税
課 

☎
21
‐
２
１
２
１

 

税
務
課 　

☎
43
‐
９
２
０
８

 

税
務
課 　

☎
62
‐
０
９
０
２

 

税
務
課 　

☎
29
‐
１
１
０
１

 

地
域
ま
ち
づ
く
り
課

　
　
　
　
　

  

☎
92
‐
０
３
０
４

座
振
替
も
あ
り
ま
す
。

　

日
本
年
金
機
構
は
、
国
民
年

金
保
険
料
を
納
付
期
限
ま
で
に

納
め
て
い
た
だ
け
な
い
方
に
対

し
て
、
電
話
、
書
面
、
面
談
に

よ
り
早
期
に
納
め
て
い
た
だ
く

よ
う
案
内
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

未
納
の
ま
ま
放
置
す
る
と
、

強
制
徴
収
の
督
促
を
行
い
、
指

定
さ
れ
た
期
限
ま
で
に
納
付
が

無
い
場
合
は
、
延
滞
金
が
課
さ

れ
る
だ
け
で
は
な
く
、
納
付
義

務
の
あ
る
方（
被
保
険
者
本
人
、

そ
の
配
偶
者
及
び
世
帯
主
）
の

財
産
を
差
し
押
さ
え
る
こ
と
が

あ
り
ま
す
の
で
、
早
め
の
納
付

を
お
願
い
し
ま
す
。

　

所
得
が
少
な
い
な
ど
保
険
料

の
納
付
が
困
難
な
場
合
は
、
保

険
料
が
免
除
ま
た
は
猶
予
さ
れ

る
制
度
が
あ
り
ま
す
の
で
、
次

の
窓
口
へ
お
越
し
く
だ
さ
い
。

◆
納
付
方
法
や
強
制
徴
収
に
関

す
る
問
合
先　

栃
木
年
金
事
務

所
☎
22
‐
６
０
７
４

◆
免
除
申
請
窓
口

 

保
険
医
療
課 

☎
21
‐２
１
５
５

 

生
活
環
境
課 

☎
43
‐９
２
１
６

 

生
活
環
境
課 

☎
62
‐０
９
０
３

 

生
活
環
境
課 

☎
29
‐１
１
０
２

 

生
活
環
境
課 

☎
92
‐０
３
０
７

対　　象　　者 開催日 時　間 会　場

青色申告者 農業所得関係 12月 5日
（木）

10時～ 12時
栃木文化
会館
（旭町）

営業所得関係 14時～ 16時
白色
記帳制度
適用者（注）

農業所得関係 12月 6日
（金）

10時～ 12時

営業所得関係 14時～ 16時

（注）記帳制度適用者とは、前年又は前々年の不動産所得、
事業所得及び山林所得の金額の合計額が 300 万円を超え
る白色申告者をいいます。

平
成
25
年
分
決
算
説
明
会

　

税
務
署
で
は
、
青
色
申
告
決

算
書
や
白
色
収
支
内
訳
書
の
作

成
方
法
や
作
成
に
当
た
っ
て
の

注
意
点
な
ど
に
つ
い
て
、
次
の

と
お
り
説
明
会
を
開
催
し
ま

す
。
資
料
は
、
当
日
、
会
場
で

配
付
し
ま
す
。
講
師
は
、
税
務

署
職
員
又
は
税
務
署
が
依
頼
し

た
税
理
士
が
行
い
ま
す
。

※
不
動
産
所
得
の
あ
る
方
の
説

明
会
の
開
催
予
定
は
あ
り
ま
せ

ん
が
、
適
宜
い
ず
れ
か
の
説
明

会
に
出
席
で
き
ま
す
。

栃
木
税
務
署
（
☎
22
‐
０
８
８
５

／
自
動
音
声
案
内
で
２
番
）


